■大阪府立病院機構　第２期中期目標・中期計画（素案）概要の対比

















Point 1　第１期で抑制していた施設や医療機器に対する投資を重点的に推進





























中期目標（素案）のポイントと中期目標・中期計画の対比








（中期目標）


○１期に引き続き府の医療施策の実施機関としての役割を果たす


健康医療行政を担当する府の機関と密接に連携・協力しながら、


・法令等に基づき府の実施が求められる医療


・府の政策課題として担うべき医療


・他の医療機関では対応が困難な医療　など、


各病院の特性に応じて府の医療施策の実施機関としての役割を果たす


○法令改正や施策動向に対応し新たに取組むべき医療施策に対応


・新型インフルエンザ等感染症対策の充実


・がん医療の先導的役割の強化


・最重症合併症妊産婦や未受診妊婦の受け入れ機能の強化


・最重症小児救急の受け入れ機能の強化　など





（中期目標）


○診療機能の充実、医療の安全性向上、患者・府民の満足度向上のため、医療機器更新及び施設改修の計画的推進


○精神医療Ｃ及び成人病Ｃの建替え、母子保健総合医療Ｃの手術棟整備の着実な推進




















（中期目標）


○医療水準向上のため優れた医療スタッフの確保


○教育研修機能の充実、キャリアパスづくり


○働きやすい環境づくり、魅力ある病院づくり








（中期計画）


○高度医療機器の効率的・効果的な計画的更新、目標設定による稼働状況の向上


○大規模改修等計画に基づく老朽化施設の計画的改修





Point 5　収益を診療機能の充実に活かせるよう「安定的な収支構造」を確立





























Point 4　プロパー化、非公務員化により「自律性・機動性の高い法人運営体制」を確立


























Point 2　高度専門医療の充実を図るため、医師等の医療人材確保・育成の取り組みを強化



































（中期計画）


○採用手法・就労環境・勤務条件改善、効果的な人材確保（育児時間勤務制度の活用等による女性医師の確保など）


○教育研修充実による医師の育成（臨床研修医及びレジデントに対する教育研修プログラムの充実など）


○看護師専門資格の取得促進、新規採用看護職員の研修体制整備（看護師養成学校との連携強化など）


○医療技術職員の専門研修等の充実（外部研修の活用など）











資料３





Point 3　感染症対策、救命救急医療の強化など、府の新たな政策医療課題へ対応


























（中期目標）


○事務部門等の専門性の向上のため、プロパー職員化


○診療機能の充実や経営改善に柔軟に取り組むことができるよう関係法令等の改正を府と連携し国に働きかけ、一般地方独立行政法人（非公務員型）への移行を図る








（中期目標）


○経営改善の効果を診療機能の充実に活かし、将来にわたる公的な役割を果たせるよう、安定的な経営基盤を確立


○質の高い医療を提供しサービスの向上に努め、患者や府民の満足度を高める





（中期計画）


○府の医療施策の実施機関として基本的な機能に応じた役割を担う


○治療成績等に関する目標数値（患者数、手術件数など）を設定し、その達成に向け診療機能を充実


○各病院の診療機能の充実


急性期・総合医療センター


・高度救命救急センター、三次・二次救急の指定医療機関として新規入院患者の受け入れ拡大　など


呼吸器・アレルギー医療センター


・感染症センターとして新型インフルエンザやＳＡＲＳ等の新規感染症に対する診療機能充実　など


精神医療センター


・再編整備による受入機能の充実、療養環境の整備


・医療観察法病棟整備による入院対象患者の受入病床拡充　など


成人病センター


・がんの集学的治療の推進、特定機能病院として高度先進医療の提供やがん予防の情報収集


・がん医療の基幹病院にふさわしい建替え整備　など


母子保健総合医療センター


・安定的な周産期医療体制の確保


・重篤小児患者の救命救急機能のための体制構築（手術室、ＰＩＣＵの拡充）　など








（中期計画）


○予算執行の弾力化や目標達成を前提とした柔軟な予算編成による効果的・効率的な業務運営により、医療機器や施設の整備を計画的に実施し、将来にわたり持続的に高度専門医療が提供できるよう、安定的な経営基盤を確立


○患者・府民の目線に立って、その満足度が高められるよう、よりきめ細かくニーズに応じた医療サービスを提供（待ち時間及び検査・手術待ちの改善など）





（中期計画）


○府派遣職員から法人採用職員への切替えを計画的に進める。


○一般地方独立行政法人（非公務員型）への移行を図ることにより、柔軟な人事制度・採用方法・評価制度等の実現をめざし、組織マネジメントの更なる強化を図る。











